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My-ラップ通信は、My-ラップのオーナー様と、
My-ラップ運用チームを繋ぐ架け橋です。
毎月、お届け致します。

『Ｍｙ-ラップ/オーナー』の

貴方様に

Ｍｙ-ラップ通信



- はじめに -

日頃より当社商品“SBIグローバル・ラップファンド(安定型／積極型)(愛称：My-ラップ)”を
ご愛顧頂き、ありがとうございます。

当月は12月の運用環境の背景と、コラムでは2017年前半の政治（金融）イベントに
ついて詳しくお話し致します。

今後とも、グローバルでの投資環境、運用状況、トピックス等について説明致しますので、
末永いお付き合いを、よろしくお願い申し上げます。

平成29年1月

SBIアセットマネジメント My-ラップ運用チーム
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2016年12月は、米連邦公開市場委員会（FOMC）で利上げが決定され、金利
見通しが引き上げられたことにより、ドル高や金利上昇が継続し、世界の株式市場も上昇
基調を維持しました。

中旬のFOMC声明を受けて金利の先高観やインフレ期待が高まったことに加えて、トラン
プ次期政権の政策による米景気拡大への期待感から、米国のダウ工業株30種平均は
連日で過去最高値を更新し、世界の株式市場も上昇しました。日本株式は、海外市場
の堅調推移や為替相場の一段の円安進行を好感して上昇し、日経平均株価は
19,000円台を回復しました（日経平均株価は前月末比＋4.40％）。

今後は、トランプ次期政権発足後の米国の政策動向が引き続き注目されるでしょう。
米国の新政権への期待が高まる一方、欧州では2017年に英国の欧州連合離脱交渉
や国政選挙が行われる予定です。世界の株式市場は当面、政治リスクを意識しながらも、
政策期待や緩やかな景気回復を背景に、引き続き堅調な展開になると見込まれます。
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- 2016年12月の運用環境 -

（出所）ブルームバーグのデータを基にSBIアセットマネジメントが作成
※データ期間：2016年6月30日～2016年12月30日
※2016年6月30日を100として指数化
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各国の株価指数の推移



安定型 積極型

プラス寄与

 先進国（除く日本）大型株式
 日本大型株式
 グローバル債券
 為替（円安・ドル高）

 先進国（除く日本）大型株式
 日本大型株式
 日本中小型株式
 為替（円安・ドル高）

マイナス寄与  日本債券  新興国大型株式
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今後は、日米欧の株式市場が堅調に推移すると見ていることから、日本大型株式、日本中
小型株式、先進国（除く日本）大型株式、米国中小型株式の配分を若干増加させる
方針です。一方、日米欧の債券市場や新興国市場はやや軟調に推移すると見ていることから、
日本債券、グローバル債券、先進国（除く米国）債券、新興国株式、新興国債券の配分
を若干減少させます。

My-ラップの12月30日現在の基準価額は安定型9,916円（前月末比＋1.82％）、
積極型9,955円（前月末比＋3.27％）と、当月は前月に続き、プラスの収益率を
確保しました。

12月の上昇・下落の主な要因は以下の通りです。

今後の運用方針今後の運用方針

- 2016年12月の運用環境 -



2017年前半の政治（金融）イベント

2016年11月初旬の米大統領選後は、先進国株式市場を中心に上昇相場が続いていま
す。米大統領選では、英国の国民投票による欧州連合（EU）離脱選択に続き、特に低・
中所得者層から大衆迎合的な政策が支持を集めました。株式市場は、事前の見通しとは
異なり、政策のプラス面に焦点を当てる形で好感する結果となっています。

2017年前半は、この勢いが続くために乗り越えるべき政治イベントが多数控えています。1-3
月は、米国及びトランプ新大統領との新たな関係を模索する環太平洋圏諸国に注目が集ま
りそうです。

まずはトランプ新大統領による選挙公約（政策）がそのまま実行されるのか、あるいは現実
路線に修正されていくのかが注目されます。また、保護主義的な外交政策など株式市場に
ネガティブ視されていた材料に、今後市場の目がどう向いていくのかも焦点です。1月下旬には
正式な日米首脳会談が計画されています。日米間の貿易問題に加え、環太平洋経済圏で
のリーダーシップ、トランプ新大統領が発言を繰り返している対中強硬路線などに対して、日米
首脳がどのように対処するか見守る必要がありそうです。選挙前はドル安を掲げていたため、円
安ドル高が進む為替市場に対する発言の有無は市場を動かす可能性があります。

米国国内では、2月の議会演説、予算教書に始まる議会運営が注目されます。3月には
米予算債務上限の適用再開で、債務上限の引き上げ論争が再び活発化しそうです。市場が
期待している大がかりな財政政策、法人税減税では、実際の規模と開始時期によっては市場
の波乱要因となる可能性もあります。

-コラム-
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1-3月の米国を中心とした主なイベント

1月20日 トランプ氏が米大統領に正式就任

1月下旬 日米首脳会談（就任後の正式会談）

2月 米大統領議会演説

3月15日 米予算債務上限の適用再開

3月26日 香港行政長官選に選挙委員会が投票



-コラム-
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トランプ大統領による中国への挑戦的な言動から、3月の香港行政長官選挙にも大きな
注目が集まりそうです。香港特別行政区の首長である行政長官の任期は5年で1回の再選が
可能となっています。現在1期目の梁振英氏の再選が焦点です。行政長官は1,200人の限ら
れた選挙委員が投票する間接選挙で選ばれます。2014年、これに反発する市民による民主
化デモは記憶に新しいところです。この時の要求であった普通選挙を求める改革案導入は
今回見送られており、資本主義に基づく経済体制、司法の独立など香港の「1国2制度」の
行方を占う上でも重要な局面を迎えることになります。

3月以降は、欧州各国の国政選挙から目が離せない展開となりそうです。

欧州主要国の国政選挙の先鞭がオランダ議会選挙です。EU離脱国の候補として語られる
ことも多く、反EUを掲げ、国民投票実施を求めている右派政党・自由党がどこまで勢力を伸ば
すか注目されます。選挙結果次第では、フランス・ドイツの選挙にも大きな影響を与える可能
性があります。

3月以降の欧州を中心とした主なイベント

3月 オランダ議会選挙

4月 フランス大統領選 第一回投票

5月 フランス大統領選 第二回投票

5月 G7首脳会議（イタリア）

6月 フランス国民議会選

7月 G20首脳会議（ドイツ）

9月 ドイツ連邦議会選挙



-コラム-
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2017年前半の最大イベントは4月から5月にかけて行われるフランス大統領選です。景気
低迷が続き、相次いだテロで国民に現政権への不信感が広がっています。現オランド大統領
（中道左派の社会党）は、再選出馬断念の声明を出しました。EU離脱を問う国民投票実
施を訴える極右政党・国民戦線がどこまで支持率を伸ばせるかが焦点です。中道右派の共和
党も含め、予断を許さない選挙戦が予測されています。6月に控える国民議会選挙も注目さ
れます。反EU・反移民を唱える国民戦線が議席を伸ばし、社会党と共和党によるフランスの
二大政党制を揺るがす可能性もあります。

9月にはドイツ連邦議会選挙が控えています。盤石と思われていたメルケル現首相の支持率
は、移民政策に対する不満から、一時期より低迷しています。2016年の議会選では、メルケ
ル首相率いる「キリスト教民主同盟（CDU）」が伸び悩み、難民支援削減を主張する 「ドイ
ツのための選択肢（AfD）」が躍進しました。2017年の議会選挙では、EU離脱の国民投票
を公約に掲げるAfDが票を伸ばす可能性もあります。

欧州統合を推進してきたフランス、ドイツの相次ぐ国政選挙に向けて、EUまたはユーロ圏の
政治的不透明感が再び醸成される可能性が高まっています。

2017年前半は、例年以上に難しい判断を求められる局面も予想されますが、引き続き
パフォーマンスの向上に鋭意取り組んでいきます。新年度もどうぞよろしくお願いいたします。

以上
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●本資料は、SBIアセットマネジメント株式会社が信頼できると判断したデータに基づき作成されておりますが、その正確性、完全
性について保証するものではありません。また、将来予告なく変更されることがあります。●本資料中のグラフ、数値等は作成時点の
ものであり、将来の傾向、数値等を予測するものではありません。●投資信託は値動きのある証券に投資しますので、基準価額は
変動します。したがって、元本保証はありません。●投資信託の運用による損益はすべて受益者の皆様に帰属します。●ご購入の
際には必ず投資信託説明書（交付目論見書）の内容をご確認の上、お客様ご自身でご判断ください。
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ファンドの関係法人

委託会社
SBIアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第311号
加入協会 ／ 一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会
（信託財産の運用指図、投資信託説明書（目論見書）及び運用報告書の作成等を行います。）

投資顧問
（助言）

モーニングスター・アセット・マネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第1106号
加入協会 ／ 一般社団法人日本投資顧問業協会

受託会社 三菱UFJ信託銀行株式会社
（ファンド財産の保管・管理等を行います。）


